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１．佐野市のあらまし 

（令和５年４月１日現在）   

（１）人 口 １１４,６９５人 （男 ５６,９７３人、女 ５７,７２２人） 

（２）世帯数 ５２,７０１世帯  世帯平均人数 ２.１８人 

（３）面 積 ３５６.０４㎢   人口密度 ３２２人／㎢ 

 佐野市は、関東平野の北端、栃木県の南西部に位置しています。 

 地形的には、北部から北東部、北西部にかけては、緑豊かな森林や美しい清流など

自然環境に恵まれた中山間地域、南部と西部は、住宅や産業基盤が集積する都市的地

域と農業が展開する地域となっています。 

市の南東部、国道 50号と東北自動車道がクロスする周辺の佐野新都市地区には大型

商業施設が進出し、新しい商業地域が形成され、特に週末には県内はもとより、関東

一円から多くの人が訪れています。 

また、東京中心部から 70キロ圏内に位置し、市内を縦断する東北自動車道には、佐

野藤岡インターチェンジ、佐野サービスエリアの佐野 SAスマートインターチェンジが

あり、市内を横断する北関東自動車道には、佐野田沼インターチェンジに加え、令和

４年９月に出流原パーキングエリアに出流原スマートインターチェンジが開通しまし

た。市内に４つのインターチェンジを有し、その立地条件から、道路交通の要衝とし

てさらなる発展が期待されています。 

市内には、日本名水百選に選ばれた「出流原弁天池湧水」、万葉集にも詠まれ、かた

くりの花が群生する「三毳山」、旗川の源流にあり利根川水系百選にも選ばれ、別名「幻

の滝」とも呼ばれている「三滝」、秋山川上流沿いに咲く「ザゼンソウの群生地」、平

将門の討伐やムカデ退治伝説で有名な藤原秀郷公が築いたといわれる「唐沢山城」な

どの自然・歴史・文化的財産が各所にあります。 

 

2．正しい申告と納税推進都市宣言のまち 

 佐野市は、平成 19年 1月 6日、皆さんに税金に理解を持っていただき、市民と行政

が協働してまちづくりを推進するため、「正しい申告と納税推進都市」を宣言しました。 

正しい申告と納税推進都市宣言 

 ふるさとの自然と文化を慈しみ、みんなで助け合い、生き生きと暮らせる住みよいま

ちを創ることは、私たち佐野市民の共通の願いです。 

市民一人ひとりが正しい申告に基づく期限内納税に努めることは、健全な財政の確立

に大きく寄与するとともに、豊かな地域社会と市民の暮らしを支えます。 

市民と行政が協働し、夢と希望と潤いのあるまちづくりを目指して、ここに「正しい

申告と納税推進都市」を宣言します。 

  平成 19年 1月 6日 

佐 野 市   
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３．市税の役割 

 本市では、まちづくりの目標として次の７つの基本目標を掲げています。 

（１）魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり 

（２）新たな流れの創造による賑わうまちづくり 

（３）健やかで元気に暮らせるまちづくり 

（４）豊かな心を育み、学び合うまちづくり 

（５）快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 

（６）美しい自然、環境と調和するまちづくり 

（７）市民参加による自立したまちづくり 

 市税は、市民が豊かで健康な暮らしができるよう、こうしたまちづくりに必要な経

費をまかなうために、その一部を皆さんの資産・収入・消費に応じて、さまざまな形

で分担していただいています。 

 

４．市税とそのゆくえ 

歳入予算には、市税、地方交付税、国・県支出金、地方交付税などがありますが、

市税はそのうち 35.3％を占め、主要な財源となっています。 

 

（1）歳入・歳出予算（令和５年度の当初予算額） 

市税
18,521,273
35.3%

国庫支出金
7,156,596
13.6%

地方交付税
7,100,000
13.5%

県支出金

3,881,578

7.4%

市債
3,060,000
5.8%

諸収入
2,990,525
5.7%

地方消費税交付金
2,980,000
5.7%

その他
6,780,028
13.0%

歳 入

５２,４７０,０００

（単位：千円）
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民生費
19,505,443
37.2%

総務費

6,594,152

12.6%

教育費

5,867,033

11.2%

土木費

5,498,091
10.5%

衛生費
4,574,965
8.7%

公債費
4,411,955
8.4%

商工費
2,891,105
5.5％

消防費
1,664,116
3.2%

その他
1,463,140
2.7%

歳 出

５２,４７０,０００

（単位：千円）

 

 

 

 

個人市民税
6,064,367

32.8％

法人市民税
1,353,854

7.3%
固定資産税
8,574,301
46.3%

軽自動車税
413,763
2.2%

市たばこ税
915,157

4.9％

都市計画税
1,183,630

6.4％

その他
16,201
0.1%

市 税
１８,５２１,２７３

（単位：千円）

 

 

② 人口及び世帯あたりの市税負担額 

１人あたりの負担額 １世帯あたりの負担額 

161,483円 351,441円 

※令和５年度予算額を令和５年４月１日現在の人口、世帯数で除しています。 

 

（２）市税収入 

① 令和５年度の市税収入額は、当初予算で 185 億 2,127 万３千円であり、このう

ち市民税と固定資産税で市税全体の約 86.3％を占め、市税の中でも２本の柱とい

えます。 
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③市税等の使いみち 

 市税等 10,000円は、次のように使われることになります。（令和５年度当初予算） 

 

 

3,717 

1,257 

1,118 

1,048 

872 

841 

551 

317 

186 

93 

民生費

総務費

教育費

土木費

衛生費

公債費

商工費

消防費

農林水産業費

その他

お年寄りや恵まれない人々の保護、その他福祉の充実 

 

住民基本台帳や戸籍の仕事、その他市役所の運営 

 

 

教育施設の充実、文化財保護、社会教育・体育の充実 

 

道路や橋の新設・改良、河川の改修、住宅建設その他都市整備 

 

 

ごみ、し尿の処理、その他保健衛生 

 

 

市債などの元本や利子の償還 

 

事業資金の貸付など中小企業の振興 

 

 

消防や救急活動その他防災など 

 

農業振興、林業など 

 

 

議会費、労働費など 
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５．市税の種類とあらまし 

 

市税の種類は、次のとおりです。 

 

 市 民 税 

 固定資産税 

 軽自動車税 

普 通 税       市たばこ税 

鉱 産 税 

（特別土地保有税） 

（法定外普通税） 

市   税 

  都市計画税 

入 湯 税 

国民健康保険税 

目 的 税       （事業所税） 

（水利地益税） 

（共同施設税） 

（宅地開発税） 

（法定外目的税） 

 

 普通税は、その収入の使われ方を特定せず、一般的経費にあてるために課税される

ものであり、目的税は、最初から特定の経費にあてるために課税される税金といえま

す。 

 なお、本市では、普通税のうち法定外普通税、目的税のうち事業所税・水利地益税・

共同施設税・宅地開発税・法定外目的税の課税は行っていません。 

 また、特別土地保有税については、平成 15年度の税制改正により課税停止となって

います。 
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（１） 市民税 

  市は、わたしたちの日常生活に直接結びついた行政サ－ビスをしています。これらに要する経費

を広く市民のみなさんに負担していただくものが市民税です。 

  市民税は、県民税と合わせて｢住民税｣とよばれており、個人市民税と会社等が納める法人市民税

があります。 

 

① 個人市民税 
 

◆納税義務者 

  個人市民税の納税義務者は、次のとおりです。住所や事務所などがあるかどうかは、その年の 

1 月 1 日（賦課期日）現在の状況で判断されます。 

納税義務者 均等割 所得割 

市内に住んでいる人 ○ ○ 

市内に事務所や家屋敷を有しており、市内に住んでいない人 ○ × 

 

◆課税されない人 

  1月 1日（賦課期日）現在市内に住所があり課税の対象になる場合でも、未成年者などは所得 

金額によって非課税になる場合があります。 

非課税 

の範囲 
対象者 所得の基準 

均等割 

所得割 

生活保護法の規定による生活扶助を受けている人 な し 

障害者・未成年者・ひとり親または寡婦 合計所得金額が 

135万円以下の人 

合計所得金額が、28 万円×(本人＋同一生計配偶者＋扶養親族(16 歳未満含む)の

人数)＋10万円＋17万円(同一生計配偶者や扶養親族(16歳未満含む)がいる場合)

以下の人 

所得割 

のみ 

総所得金額等が、35 万円×(本人＋同一生計配偶者＋扶養親族(16 歳未満含む)の

人数) ＋10 万円＋32 万円(同一生計配偶者や扶養親族(16 歳未満含む)がいる場

合)以下の人 

※ 合計所得金額とは、総合課税になる所得（営業、不動産、給与、年金など）と、これとは別に計

算される分離課税の所得(土地や株式の譲渡など)とを合算したものです。 

※ 総所得金額等とは、合計所得金額から純損失・雑損失などの各種繰越控除を控除した後の金額で

す。 

※ 非課税については、1月 1日（賦課期日）現在の状況で判断されます。 

 

◆申 告 

   市内に住んでいる人は、毎年３月１５日までに申告書を提出しなければなりません。ただし、

次の人は申告の必要はありません。 

ア． 前年中に所得のなかった人 

 ※各種保険料や手当などの算定のため、申告が必要な場合があります 
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イ． 前年中の所得が給与所得または公的年金等のみで、勤め先等から給与支払報告書又は公的年

金等支払報告書が提出される人(社会保険料控除などの諸控除を受けようとする人は除く) 

ウ． 所得税の確定申告をした人 

 

≪市・県民税申告書作成コーナー≫ 

パソコン・スマホで簡単に申告書が作成できます。印刷、郵送することで申告会場に来場

することなく、申告できます。 

住民税額の試算や、ふるさと納税控除上限額の試算も可能です。 

  

・パソコンからは、「佐野市 申告書作成コーナー」で検索 

 

・スマホからは、こちらを読み込んでください 

 

 

 

◆所得の種類と所得金額の計算方法 

所得の種類 所得金額の計算方法 

１ 利子所得 
公債・社債・預貯金

などの利子 
収入金額 ＝ 所得金額 

２ 配当所得 
株式や出資の配当

など 

収入金額 － 株式などの元本取得に要した 

負債の利子 

３ 
不動産 

所得 

地代・家賃・権利金

など 
収入金額 － 必要経費 

４ 事業所得 
事業をしている 

場合に生じる所得 
収入金額 － 必要経費 

５ 給与所得 給料・賞与など 
収入金額 － 給与所得控除額または 

特定支出控除額 

６ 退職所得 
退職金・一時恩給 

など 
(収入金額 － 退職所得控除額)×1/2 

７ 山林所得 

山林(立木)を 

売った場合に 

生じる所得 

収入金額 － 必要経費 － 特別控除額 

(最高 50万円) 

８ 譲渡所得 

土地・家屋等の資産

を売った場合に生

じる所得 

収入金額 － 資産の取得価額等経費 － 特別控除

額 

９ 一時所得 
生命保険の一時金、

満期返戻金など 

収入金額 － 必要経費 － 特別控除額 

(最高 50万円) 

１０ 雑所得 

公的年金など 

他の所得にあては

まらない所得 

次の①と②の合計額 

① 公的年金等の収入金額 － 公的年金等控除額   

② ①を除く雑所得の収入金額 － 必要経費 
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【給与所得金額の速算表】 

給与収入金額から給与所得控除額を差し引いたものが給与所得金額になりますが、下記の計

算により、給与所得金額を算出することができます。 

令和 3年度課税から 

給与収入金額 給与所得金額 

～  550,999円 0円 

551,000円～1,618,999円 収入－550,000円 

1,619,000円～1,619,999円 1,069,000円 

1,620,000円～1,621,999円 1,070,000円 

1,622,000円～1,623,999円 1,072,000円 

1,624,000円～1,627,999円 1,074,000円 

1,628,000円～1,799,999円 
収入÷４＝Ａ 

※千円未満の端数切捨て 

Ａ×2.4＋100,000円 

1,800,000円～3,599,999円 Ａ×2.8－ 80,000円 

3,600,000円～6,599,999円 Ａ×3.2－440,000円 

6,600,000円～8,499,999円 収入×0.9－1,100,000円 

8,500,000円～ 収入－1,950,000円 

 

※なお、令和 3年度課税からの給与所得については、上記【給与所得金額の速算表】から算

出した給与所得に対し、次のような調整措置【所得金額調整控除】が設けられました。 

 

【所得金額調整控除】（令和 3年度課税から） 

１ 給与収入金額が 850万円を超え、次のいずれかに該当する場合には、給与所得から所

得金額調整控除を差し引きます。 

・本人が特別障害者に該当する 

・年齢 23歳未満の扶養親族を有する 

・特別障害者である同一生計配偶者若しくは扶養親族を有する 

 

所得金額調整控除額＝（給与収入金額(1,000万円を超える場合は1,000万円)－850万円）

×10％ 

 

２ 給与所得及び公的年金等に係る雑所得の金額があり、給与所得及び公的年金等に係る

雑所得の金額の合計額が 10 万円を超える場合には、給与所得から所得金額調整控除を

差し引きます。 

 

所得金額調整控除額＝（給与所得(10万円を超える場合は 10万円)＋公的年金に係る雑所

得の金額(10万円を超える場合は 10万円)）－10万円 
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【公的年金等に係る雑所得の速算表】 

公的年金等の収入金額から公的年金等控除額を差し引いたものが公的年金等にかかる雑所得

の金額になります。 

 

65歳未満の人（※令和５年度課税においては、昭和 33年 1月 2日以後に生まれた人） 

公的年金等の 

収入金額 

公的年金等の雑所得 

公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額 

1,000万円以下 
1,000万円超 

2,000万円以下 
2,000万円超 

0～1,299,999円 収入－600,000 円（注） 収入－500,000 円（注） 収入－400,000 円（注） 

1,300,000円～ 

4,099,999円 
収入×0.75－275,000円 収入×0.75－175,000円 収入×0.75－ 75,000円 

4,100,000円～ 

7,699,999円 
収入×0.85－685,000円 収入×0.85－585,000円 収入×0.85－485,000円 

7,700,000円～ 

9,999,999円 

収入×0.95 

－1,455,000円 

収入×0.95 

－1,355,000円 

収入×0.95 

－1,255,000円 

10,000,000円～ 収入－1,955,000円 収入－1,855,000円 収入－1,755,000円 

（注）算出される金額がマイナスの場合の所得金額は、0円となります。 

 

 

65歳以上の人（※令和５年度課税においては、昭和 33年 1月 1日以前に生まれた人） 

公的年金等の 

収入金額 

公的年金等の雑所得 

公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額 

1,000万円以下 
1,000万円超 

2,000万円以下 
2,000万円超 

0～3,299,999円 収入－1,100,000円（注） 収入－1,000,000円（注） 収入－900,000 円（注） 

3,300,000円～ 

4,099,999円 
収入×0.75－275,000円 収入×0.75－175,000円 収入×0.75－ 75,000円 

4,100,000円～ 

7,699,999円 
収入×0.85－685,000円 収入×0.85－585,000円 収入×0.85－485,000円 

7,700,000円～ 

9,999,999円 

収入×0.95 

－1,455,000円 

収入×0.95 

－1,355,000円 

収入×0.95 

－1,255,000円 

10,000,000円～ 収入－1,955,000円 収入－1,855,000円 収入－1,755,000円 

（注）算出される金額がマイナスの場合の所得金額は、0円となります。 
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◆所得控除 

所得控除は、その納税者の能力に応じた税負担を求める際に、担税力の差異による負担の不均衡を

調整するために設けられている制度で、納税者に配偶者や扶養親族の有無、病気や災害などによる臨

時的出費の有無など個人的な事情も考慮して、総所得金額等の合計額から差し引くことのできる金額

です。 

 

種類 控除額 

雑損控除 

次のいずれか多い方の金額 

① (損失額 - 保険金等による補てん額) - (総所得金額等の合計額×1/10) 

② (災害関連支出の金額 - 保険金等による補てん額)- 5 万円 

医療費控除 

 

 
従来の医療費控除 

セルフメディケーション税制 

(医療費控除の特例) 

控除対

象者 

次の控除対象となる医療費を支

払った者 

健康の維持増進及び疾病の予防

として一定の取組(注1)を行う個

人で、次の控除対象となる購入費

を支払った者 

控除対

象とな

る支出 

自己または生計を一にする配偶

者やその他の親族に係る医療費 

自己または生計を一にする配偶

者やその他の親族に係る一定の

スイッチ OTC 医薬品(注2)の購入

費 

控除額 

次の(1)、(2)のいずれか多い方

の金額(200万円が限度額) 

(1)(支払った医療費-保険金な

どで補てんされる金額)-(総

所得金額×5%) 

(2)(支払った医療費-保険金な

どで補てんされる金額 )-

100,000円 

(スイッチ OTC 医薬品の購入費-

保険金などで補てんされる金

額)-12,000円 

（88,000 円が限度額） 

※従来の医療費控除と医療費控除の特例はいずれかの選択適用となります 

 

注1) 健康診査(人間ドック等)・予防接種・定期健康診断・特定健康診査(メタ

ボ健診)・がん検診などの取組を行ったことを証明する書類の提出が必要とな

ります。 

注2) 医師から処方される要指導医薬品および一般医薬品のうち医療用から転

用された医薬品で、対象となる商品には領収書等に対象である旨が表示されて

います。また一部の対象商品にはパッケージに対象である旨を示すマークが記

載されています。 
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社会保険料控除 支払った額 

小規模企業共

済等掛金控除 

支払った額 

生命保険料 

控除 

(1)新契約(平成 24 年 1月 1 日以後に締結した保険契約等に係る控除) 

 一般生命保険・個人年金保険・介護医療保険 

・支払保険料が 12,000円以下 ……… 全額 

・支払保険料が 12,000円超  32,000円以下……支払保険料×1/2 ＋ 6,000 円 

・支払保険料が 32,000円超 56,000円以下…支払保険料×1/4 ＋14,000円 

・支払保険料が 56,000円超 …… 28,000円（限度額） 

(2)旧契約(平成 23 年 12月 31 日以前に締結した保険契約等に係る控除) 

 一般生命保険・個人年金保険 

・支払保険料が 15,000円以下 …… 全額 

・支払保険料が 15,000円超 40,000円以下……支払保険料×1/2 ＋ 7,500 円 

・支払保険料が 40,000円超 70,000円以下……支払保険料×1/4 ＋17,500円 

・支払保険料が 70,000円超 ……35,000 円（限度額） 

(1) 新契約と(2) 旧契約の両方がある場合、それぞれ上記に当てはめて得た額

の合計額（各保険の上限額 28,000円、全体の上限額 70,000円） 

地震保険料 

控除 

(1) 支払った保険料が地震保険の場合 

・支払保険料が 50,000円以下 …… 支払保険料 × 1/2 

・支払保険料が 50,000円超  …… 25,000円（限度額） 

(2)支払った保険料が長期損害保険の場合 

※保険期間が 10年以上で満期返戻金のあるもの（平成 18年 12月 31日までの締結分に限る） 

・支払保険料が 5,000 円以下 ……  全額 

・支払保険料が 5,000 円超 15,000 円以下…… 支払保険料×1/2 ＋2,500 円 

・支払保険料が 15,000円超 …… 10,000円（限度額） 

（1）と（2）の両方がある場合はその合計（限度額は 25,000円） 

※なお（2）の長期損害保険契約が（1）の地震保険料に該当するときは、いずれ

かの契約のみに該当  

障害者控除 

本人・控除対象配偶者及び扶養親族 1人につき ………………… 26万円 

         特別障害者については ……………………… 30万円 

 ※特別障害者と同居している場合には 23万円の控除額が加算 

 ※この障害者控除を受けられる方は、前年の 12月 31 日時点で、精神障害者 

保健福祉手帳や身体障害者手帳の交付を受けている方などです。 

ひとり親控除 

 

寡 婦 控 除 

(女性のみ) 

区分 本人所得 
扶養親族あり 

扶養親族なし 
子 子以外 

死別 

500万円以下 

ひとり親控除 

(30万円) 

寡婦控除 

(26万円) 

寡婦控除 

(26万円) 

離別 
ひとり親控除 

(30万円) 

寡婦控除 

(26万円) 
非該当 

未婚 
ひとり親控除 

(30万円) 
非該当 非該当 
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勤労学生控除 
本人が勤労学生である場合(合計所得金額が 75万円以下で、給与所得等以外の所

得が 10万円以下の人) ………………  26 万円 

配偶者控除 

合計所得金額が 48 万円以下の生計を一にする配偶者を扶養する場合 

（控除対象配偶者が 70歳未満の場合） 

 納税者の合計所得金額が 900万円以下………………………………   33 万円 

             900 万円超   950万円以下………………   22万円 

             950万円超 1,000万円以下………………   11 万円 

            1,000万円超……………………控除は受けられません 

（控除対象配偶者が 70歳以上の場合） 

 納税者の合計所得金額が 900万円以下………………………………   38 万円 

             900 万円超   950万円以下………………   26万円 

             950万円超 1,000万円以下………………   13 万円 

            1,000万円超……………………控除は受けられません 

配偶者 

特別控除 

納税者の前年の合計所得金額が 1,000万円以下で、生計を一にする配偶者の前

年の合計所得金額が 133万円以下のとき、納税者及び配偶者の所得区分に応じた

金額(最高 33万円、最低 1万円) 

配偶者の合計所得金額 

納税者本人の合計所得金額 

900万円以下 
900万円超 

950万円以下 

950万円超 

1,000万円以下 

48万円超 95万円以下 33万円   22万円   11万円   

95万円超 100万円以下 33万円   22万円   11万円   

100万円超 105万円以下 31万円   21万円   11万円   

105万円超 110万円以下 26万円   18万円   9万円   

110万円超 115万円以下 21万円   14万円   7万円   

115万円超 120万円以下 16万円   11万円   6万円   

120万円超 125万円以下 11万円   8万円   4万円   

125万円超 130万円以下 6万円   4万円   2万円   

130万円超 133万円以下 3万円   2万円   1万円   
 

扶養控除 

・控除対象扶養親族（扶養親族のうち年齢 16 歳以上の者） 

1 人（一般扶養控除）につき ……………………………  33万円 

ただし、扶養控除対象親族が 

19 歳以上 23 歳未満（特定扶養親族）である場合……… 45 万円 

70 歳以上（老人扶養親族）である場合    ………… 38 万円 

70 歳以上（老人扶養親族）で、本人または 

配偶者の直系尊属であり、同居している場合 ……… 45 万円 

   ※16歳未満の扶養控除 33 万円は廃止 
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基礎控除 

 

 

 

 

合計所得金額 基礎控除額 

2,400 万円以下 43 万円 

2,400 万円超 2,450 万円以下 29 万円 

2,450 万円超 2,500 万円以下 15 万円 

2,500 万円超 0 円 
 

◆税 率  

市・県民税の均等割額及び所得割の税率は、次のとおりです。 

※ 市・県民税均等割額は、平成 26 年度から令和 5年度までの 10年間、東日本大震災からの復興に

関し、防災の施策に必要な財源の確保を目的として、それぞれ 500円ずつ加算されています。 

※ 県民税均等割額は「とちぎの元気な森づくり県民税」が導入され、700円が加算されています。 

 

 

◆税額控除(個人市民税の所得割額から差し引くもの) 

 

・調整控除 

 税源移譲により納税者の負担が変わらぬよう、所得税と個人市民税の人的控除額の差に基づく

負担の増加を調整するもので、一定の額が所得割額から差し引かれます。 

 なお、令和 3年度課税から、合計所得金額が２，５００万円超の人は、調整控除は適用外となり

ました。 

 算出方法は、次のとおりです。 

●合計課税所得金額が２００万円以下の人 

 次のアとイいずれか少ない金額に３％（個人県民税は２％）を乗じた金額 

ア． 次ページの表のうち、適用がある人的控除額の差の合計額 

イ． 合計課税所得金額 

●合計課税所得金額が２００万円超２，５００万円以下の人 

     次のアの金額からイの金額を控除した額（５万円未満の場合は５万円）に３％（個人県民

税は２％）を乗じた金額 

ア． 次ページの表のうち、適用がある人的控除額の差の合計額 

イ． 合計課税所得金額 － ２００万円 

●合計課税所得金額が２，５００万円超の人 

     調整控除は適用外 

 

  

 個人市民税 個人県民税 

均等割 ３，５００円 ２，２００円 

所得割 ６％ ４％ 
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控除の種類 
人的控除額

の差 

(参考)人的控除額 

所得税 市・県民税 

障害者控除 

普通 １万円 27 万円 26 万円 

特別 １０万円 40 万円 30 万円 

同居特別 ２２万円 75 万円 53 万円 

寡婦控除 １万円 27 万円 26 万円 

ひとり親控除 
母 ５万円 35 万円 30 万円 

父 (注）１万円 35 万円 30 万円 

勤労学生控除 １万円 27 万円 26 万円 

配偶者

控 除 

 納税者本人の合計所得金額    

一般 

900 万円以下 ５万円 38 万円 33 万円 

900 万円超 950 万円以下 ４万円 26 万円 22 万円 

950 万円超 1,000 万円以下 ２万円 13 万円 11 万円 

老人 

900 万円以下 １０万円 48 万円 38 万円 

900 万円超 950 万円以下 ６万円 32 万円 26 万円 

950 万円超 1,000 万円以下 ３万円 16 万円 13 万円 

配偶者 

特 別

控 除 

配偶者の合

計所得金額 
納税者本人の合計所得金額 

   

48 万円超 

50 万円未満 

900 万円以下 ５万円 38 万円 33 万円 

900 万円超 950 万円以下 ４万円 26 万円 22 万円 

950 万円超 1,000 万円以下 ２万円 13 万円 11 万円 

50 万円以上

55 万円未満 

900 万円以下 (注）３万円 38 万円 33 万円 

900 万円超 950 万円以下 (注）２万円 26 万円 22 万円 

950 万円超 1,000 万円以下 (注）１万円 13 万円 11 万円 

扶養控除 

一般 ５万円 38 万円 33 万円 

特定 １８万円 63 万円 45 万円 

老人 １０万円 48 万円 38 万円 

同居老親 １３万円 58 万円 45 万円 

基礎控除 

納税者本人の合計所得金額    

2,400 万円以下 ５万円 48 万円 43 万円 

2,400 万円超 2,450 万円以下 (注）５万円 32 万円 29 万円 

2,450 万円超 2,500 万円以下 (注）５万円 16 万円 15 万円 

表中（注）の金額は、調整控除の算出等に用いる金額であり、市・県民税と所得税の実際の所得控

除額の差額と一致しません。 
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・配当控除 

   株式配当などの配当所得があるときは、その金額に次の率を乗じた金額が税額から差し引か 

れます。ただし、申告分離課税を選択した場合は適用されません。 

 

 課税所得金額の合計額 

1,000万円以下の部分 1,000 万円超の部分 

市民税 県民税 市民税 県民税 

種 

類 

利益の配当、余剰金の分配及び特

定株式投資信託の収益の分配に

関する所得 

1.6％ 1.2％ 0.8％ 0.6％ 

特定株式投資信託以外の証券投

資信託の収益の分配(一般外貨建

等証券投資信託の収益の分配を

除く。) 

0.8％ 0.6％ 0.4％ 0.3％ 

一般外貨建等証券投資信託の収

益の分配 
0.4％ 0.3％ 0.2％ 0.15％ 

 

 ・住宅借入金等特別税額控除（住宅ローン控除） 

   住宅ローン控除（住宅借入金等特別控除）を受けた方で、所得税において控除しきれなかった

金額がある場合は、翌年度の市・県民税において住宅ローン控除が適用されます。 

   ●対象者 

   次のアからウのすべてに該当した場合が対象です。 

ア． 所得税の住宅借入金等特別控除に該当する方（ただし、特定増改築等は除く） 

イ． 平成 21年から令和 7年までに入居した場合 

ウ． 所得税から控除しきれなかった住宅借入金等特別控除がある場合 

   ●住宅ローン控除額    

次のアかイのどちらか少ない方の金額が控除額となります。 

ア．所得税の住宅ローン控除可能額のうち所得税において控除しきれなかった額 

   イ．所得税の課税所得金額等の額の 5％（97,500 円を超えるときは 97,500円を限度） 

     ※平成 26年 4月から令和 4年 12 月までに入居した場合については 7％（136,500円を限 

度）。ただし、令和 2 年 10 月から令和 3 年 9 月末までに契約した注文住宅、令和 2 年

12 月から令和 3 年 11 月末までに契約した分譲住宅などに令和４年中に入居する場合

は、7％（136,500 円を限度）が適用されます。それ以外の場合は 5％（97,500 円を限

度）。 

 

 

・寄附金税額控除 

   寄附金税額控除の対象は、都道府県・市区町村に対する寄附金、住所地の共同募金会・日本赤

十字社支部に対する寄附金、所得税の寄附金控除の対象となっている学校法人や社会福祉法人な

どのうち栃木県や佐野市が条例で定める寄附金となります。 
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    ●控除額の計算方法 

   税額控除額は、次の ア のとおりです。 

ア．基本控除額 

(寄附金(※1)－2千円)×10％(※2) 

ふるさと納税の場合は、ア に次の イ が加算されます。 

 

イ．特例控除額(※3)(※4) 

(寄附金－2千円)×(90％－0～45％(寄附者に適用される所得税の限界税率)×1.021) 

 

 ウ.ふるさと納税ワンストップ特例制度が適用される場合は ア 及び イに加え所得税控除分 

相当額が加算されます。 

 (ウの額＝イの額×地方税法に定める割合) 

 

※1 総所得金額等の 30％を限度とします。 

※2 「栃木県・佐野市が条例で指定する寄附金」の場合は、次の率により算出します。 

   ・栃木県が指定した寄附金は 4％ 

   ・佐野市が指定した寄附金は 6％  

   ・栃木県と佐野市がともに指定した寄附金の場合は 10％ 

※3 個人市・県民税所得割額の 20％を限度とします。 

※4 市・県民税の課税所得をもとに算出するため、所得税の限界税率から求めた控除額と異な

る場合があります。  

 

 

・外国税額控除 

   所得税で外国税額控除を受けた場合で、所得税で控除しきれない外国税額控除があるとき 

は、県民税、市民税の順序で一定の限度額を所得割額から控除します。 

 

 

・配当割額または株式等譲渡所得割額の控除 

   特別徴収された道府県民税配当割額または道府県民税株式等譲渡所得割額について申告した

場合は、所得割額から特別徴収された額を控除します。所得割額から控除しきれなかった金額が

あるときは、均等割額へ充当し、充当しきれなかった額は還付となります。 

 

 

◆税額の計算方法 

所得割額の税額は、前年の 1 月 1 日から 12 月 31 日までの 1 年間の所得金額が基準となり、

下記の順で計算されます。 

 

 ① 収入 － 必要経費 ＝所得金額 

 ② 所得金額－所得控除額 ＝ 課税所得金額 

 ③ 課税所得金額 × 税率 － 税額控除 ＝ 所得割額 

 注）課税所得金額 1,000円未満の端数は、切り捨て 
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●所得割の計算例 

家族構成 ： 夫婦（妻の収入なし）、２０歳の子と１２歳の子の４人家族 

営業収入              7,000,000 円 

必要経費              3,000,000 円 

国民健康保険及び国民年金支払額    525,000円 

生命保険（旧契約）の支払額      120,000円 

所得金額（収入－必要経費） 

7,000,000円 － 3,000,000 円 ＝ 4,000,000 円 

所得控除額  

社会保険料控除 ………… 525,000円 

生命保険料控除 …………  35,000円 

配偶者控除   …………  330,000円 

扶養控除(16 歳未満) ……        0円 

扶養控除(特定） ………… 450,000円 

基礎控除    ………… 430,000円 

所得控除合計            1,770,000円 

課税所得金額  

     4,000,000 － 1,770,000  ＝ 2,230,000円   

個人市民税所得割額  

2,230,000 × 6％ －1,500 ＝ 132,300円  ※1,500円は調整控除 

 個人県民税所得割額  

2,230,000 × 4％ －1,000 ＝  88,200円  ※1,000円は調整控除 

 

所得割の他、均等割（個人市民税 3,500円、個人県民税 2,200 円）が課税されます。 

 

市・県民税額          市民税       135,800円 

                 県民税        90,400円 

              令和５年度の住民税      226,200円 
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◆専従者控除 

   事業経営者が家族的規模によって営まれている場合には、そこに働く家族などに対して支払

う給与相当額を経費として、白色申告の人は専従者１人につき５０万円(配偶者は８６万円) 

までの金額、青色申告の人は支払った金額（税務署長の承認が必要）が控除になります。 

 

◆個人市民税(所得割)の特例 

市民税の所得割は、各種の所得金額を合計して税額を計算する総合課税を原則としています

が、退職所得や土地・建物の譲渡所得などについては、他の所得と区分して、分離課税の方法

により課税する特例が設けられています。 

 

・退職所得に対する市民税 

退職所得に係る市民税所得割額は、通常、所得税と同様に退職金などの支払いを受けるときに

差し引かれます。 

 

●退職所得に係る市民税所得割額の計算方法 

（退職金などの収入金額 － 退職所得控除額）× 1/2 × 6％（県民税は 4％） 

※役員等(法人税法上の役員、国会議員・地方議会議員、国家公務員・地方公務員)で勤務年数

が 5年以下の方は、収入金額から退職所得控除額を控除した額に、税率を乗じて計算します。 

(退職金の収入金額 － 退職所得控除額)×6％（県民税は 4％） 

 

●退職所得控除額 

勤続年数が 20年以下の場合 

退職所得控除額 ＝ 40万円×勤続年数  （80 万円未満の場合には 80 万円） 

勤続年数が 20年を超える場合   

退職所得控除額 ＝ 70万円×（勤続年数－20年）＋800万円 

※勤続年数が 1 年に満たない期間は切り上げます。 

※障害者になったことが原因で退職した場合は、100万円が加算されます。 

 

 

・土地建物等の譲渡所得の課税 

土地建物等の譲渡所得に対する個人市民税については、他の所得と分離して次のように課税さ

れます。 

(ⅰ) 譲渡した年の１月１日現在で所有期間が 

５年を超える土地建物等を譲渡して得た所得  ……  (分離長期譲渡所得といいます。) 

課税長期譲渡所得金額 × ３ ％ （個人県民税は２％、所得税は１５％） 

＊優良住宅地等のための譲渡、一定の居住用財産の譲渡である場合には、課税の特例があります。 

 

(ⅱ) 譲渡した年の１月１日現在で所有期間が 

５年以下の土地建物等を譲渡して得た所得   ……  (分離短期譲渡所得といいます。) 

課税短期譲渡所得金額 ×５．４％ （個人県民税は３．６％、所得税は３０％） 

 

 ＊国や地方公共団体等に対する土地等の譲渡である場合には、課税の特例があります。 
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  特別控除金額 

譲 渡 の 種 類 特別控除金額 

収用などにより、土地や借地権、建物などの資産を譲渡した場合 5,000万円 

自分が住んでいる家屋やその敷地を譲渡した場合 3,000万円 

国・地方公共団体等が行う特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡

した場合 

2,000万円 

特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合 1,500万円 

農地保有の合理化等のために農地等を譲渡した場合  800万円 

 

・株式等の譲渡所得の課税 

株式等譲渡所得割を徴収されていない株式等の譲渡所得については、他の所得と分離して、３％

（個人県民税は２％、所得税は１５％）の税率により課税されます。 

 

・先物取引に係る雑所得等の課税 

先物取引による所得で、一定のものについて他の所得と分離して３％（個人県民税は２％、所

得税は１５％）の税率により課税されます。 
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◆納税の方法 

  個人市民税と個人県民税は両方あわせて納税することになっています。 

  また、納税の方法は「普通徴収」と「特別徴収」との二つの方法があります。 

 

普通徴収 
事業所得者などの市・県民税を、納税通知書によって通知された税額を年４回

（６月・８月・１０月・翌年１月）に分けて納めていただく方法です。 

特別徴収 

（１） 給与からの特別徴収 

給与所得者の市・県民税を、給与支払者（特別徴収義務者）が毎月の給与を支

払う際に、市から送付された特別徴収税額の通知書により税額を天引きし、これ

をまとめて、翌月の１０日までに納入する方法です。 

 

（２） 公的年金からの特別徴収 

６５歳以上の公的年金受給者の市・県民税を、年金支払者（特別徴収義務

者）が毎支給月に年金を支払う際に、その人の年金から天引きし、これをまと

めて、翌月１０日までに納入する方法です。 

 公的年金からの特別徴収は、年６回（偶数月）の公的年金の支払いの際に行

われ、４月、６月及び８月には前年度分の税額の６分の１ずつを仮徴収税額と

して徴収し、１０月、１２月及び２月には今年度の全体の税額から仮徴収税額

を差し引いた残りの税額の３分の１ずつを徴収します。 

 なお、初めて特別徴収の対象となる方等は６月、８月は全体の税額の４分の

１ずつを普通徴収で納めていただき、１０月、１２月及び２月は残りの税額の

３分の１ずつを公的年金から特別徴収します。 

また、公的年金以外の所得がある方は、これに相当する税額を、別途普通徴

収や給与からの特別徴収により納税していただきます。 

 

  



- 21 - 

② 法人市民税 

法人市民税には、法人の利益に応じて負担する法人税割と、全ての法人が負担する均等割の２

つの種類があります。 

 

◆納税義務者 

区分 
納める税額 

均等割 法人税割 

市内に事務所・事業所がある法人（人格のない社団等で収益

事業を行うものを含む） 
○ ○ 

市内に事務所・事業所はないが、寮や保養所などがある法人 ○ × 

法人課税信託の引受けを行うことにより法人税を課税され

る個人で市内に事務所・事業所があるもの 
× ○ 

 

◆均等割 

均等割は、法人の資本金等の額（「資本金」と「資本準備金」の合計額の方が大きい場合、「資本

金」と「資本準備金」の合計額）と市内の従業者数により、税率が異なり、その金額は次の表のと

おりです。 

法人等の区分 
市内の従業者の合計数 

５０人以下 ５０人超 

下記に掲げる法人以外の法人 60,000円 60,000円 

資本金等の額が 1,000万円以下 60,000円 144,000円 

資本金等の額が 1,000万円超 1億円以下 156,000円 180,000円 

資本金等の額が 1億円超 10億円以下 192,000円 480,000円 

資本金等の額が 10億円超 50億円以下 492,000円 2,100,000円 

資本金等の額が 50億円超 492,000円 3,600,000円 

※資本金等の額 ……… 地方税法第 292 条第 1 項第 4 号の 5に規定する資本金等の額 

※資本金等の額と市内の従業者の合計数は、事業年度末日で判定 

 

◆法人税割 

法人税割は国の税金である法人税額に、税率 8.4％を乗じて算出しますが、分割法人(２以上の

市町村において事務所､事業所を有する法人)の場合は、次の算式によります。 

 

法人税額(千円未満切捨て)  × 市内の従業者数 (千円未満切捨て) × 税率 

 当該法人の全従業者数 

 

◆申告と納税 

均等割のみを課されるものを除き、通常事業年度終了後２ヵ月以内に申告し、納税してください。 



- 22 - 

（２）固定資産税 

 固定資産税は、毎年１月１日（「賦課期日」といいます。）に、土地、家屋、償却資産（こ

れらを総称して「固定資産」といいます。）を所有している人が、その固定資産の価格をもと

に算定された税額を、その固定資産の所在する市町村に納める税金です。 

 

・ 納める人（納税義務者） 

１月１日（賦課期日）現在、市内に土地･家屋･償却資産を所有している人 

・ 納める額 

税額 ＝ 課税標準額 × １．４％（税率） 

・ 課税標準額 

土地･家屋･償却資産の価格が原則として課税標準額となりますが、住宅用地のように課

税標準の特例措置が適用される場合や、土地について税負担の調整措置が適用される場合

は、課税標準額は価格よりも低く算定されます。 

・ 免税点 

市内に同一人が所有する土地･家屋･償却資産の課税標準額の合計額がそれぞれ次の金

額に満たない場合には、課税されません。   

土  地 ３０万円 

家  屋 ２０万円 

償却資産 １５０万円 

・ 縦覧帳簿の縦覧及び固定資産課税台帳の閲覧 

納税者は、毎年４月１日から当該年度の最初の納期限の日までの間、土地又は家屋の

価格等を記載した縦覧帳簿を見ることができます。 

また、課税の基礎となる固定資産の価格等を登録した固定資産課税台帳も、毎年４月

１日から閲覧することができます。 

・ 審査の申出 

固定資産課税台帳に登録された価格について不服がある場合には、固定資産課税台帳

に価格等を登録した旨の公示の日から、納税通知書を受け取った日以後３か月を経過す

る日までに佐野市固定資産評価審査委員会に対して文書で審査の申出をすることができ

ます。 

ただし、基準年度以外の年度において、価格が据え置かれているものについてはこの

審査の申出はできません。 

・ 納期 

年４回に分け、４月・７月・９月・１２月の各月に納めていただきます。 
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（Ⅰ）土  地 

土地の価格は、固定資産評価基準に基づき、売買実例価額を基に算定した正常売買価

格を基礎として求め、３年ごとに評価替えが行われます（この評価替えが行われる年度

を基準年度といいます。） 

 ・ 土地に対する固定資産税の算定方法 

平成６年度の評価替えから、宅地については地価公示価格の７割を目途に評価するこ

ととなりました。 

平成８年度までの宅地の税負担は、大部分の土地が評価額の上昇割合に応じてなだら

かに上昇する負担調整措置が行われてきましたが、平成９年度の評価替えに伴い、課税

の公平の観点から、地域や土地によりばらつきのある負担水準（評価額に対する前年度

課税標準額の割合）を均衡化させることを重視した税負担の調整措置が講じられ、宅地

について負担水準の高い土地は税負担を引き下げ又は据え置き、負担水準の低い土地は

なだらかに税負担を上昇させることによって負担水準のばらつきの幅を狭めていく仕組

みが導入されました。これにより負担水準の均衡化は相当程度進展してきている状況に

あります。 

一方で、地価の状況は、東京都心部は上昇し、地方圏も下げ止まりつつあるものの、

力強さに欠ける状況にあります。このような状況を踏まえ、令和３（2021）年度から令

和５（2023）年度に関しても現行の負担調整措置が継続されることになりました。 

 

※「負担水準」とは、個々の土地の前年度課税標準額が今年度の評価額に対してどの

程度まで達しているかを示すもので、次の算式によって求められます。 

また、個々の土地の課税標準額は、次の①～③のようになります。 

 

                前年度課税標準額 

   負担水準＝―――――――――――――――――――――――――――― 
         今年度評価額 ×住宅用地特例率（１/３又は１/６） 

 

① 商業地等の宅地 

・ 負担水準が０．７を超える土地の課税標準額は負担水準を０．７とした場合の課

税標準額まで引き下げます｡ 

   課税標準額＝今年度評価額×０．７ 

・ 負担水準が０．６以上０．７以下の土地は前年度の課税標準額に据え置きます｡ 

・ 負担水準が０．６未満の土地は、前年度課税標準額に今年度の評価額の５％を加

えた額が課税標準額になります。 

課税標準額＝前年度課税標準額＋今年度評価額×５％ 

ただし、当該額が評価額の６０％を上回る場合は６０％相当額、２０％を下回る場

合は２０％相当額が課税標準額になります。 

② 住宅用地 

・ 負担水準が１．０未満の土地は、前年度課税標準額に、今年度の評価額に住宅用
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地特例率（１/６又は１/３）を乗じて得た額（本則課税標準額）の５％を加えた額が

課税標準額になります。 

 課税標準額＝前年度課税標準額＋今年度評価額×住宅用地特例率（1/6 又は 1/3）×５％ 

ただし、当該額が本則課税標準額の２０％を下回る場合は２０％相当額が課税標準

額になります。 

◇ 住宅用地に対する課税標準の特例 

住宅用地は、その税負担を特に軽減する必要から、その面積の広さによって小

規模住宅用地と一般住宅用地に分けて特例措置が適用されます。 

     ・ 小規模住宅用地 

２００㎡以下の住宅用地（２００㎡を超える場合は住宅１戸あたり２００㎡ま

での部分）を小規模住宅用地といいます。 

小規模住宅用地の課税標準額については、価格の６分の１の額とする特例措置

があります。 

     ・ 一般住宅用地 

小規模住宅用地以外の住宅用地（家屋の延床面積の１０倍まで）を一般住宅用

地といいます。たとえば、３００㎡の住宅用地（一戸建住宅の敷地）であれば、

２００㎡分が小規模住宅用地で、残りの１００㎡分が一般住宅用地となります。 

一般住宅用地の課税標準額については、価格の３分の１の額とする特例措置が

あります。 

・ 住宅用地についての申告 

住宅用地と非住宅用地では税額に大きな差がありますので、非住宅用地を住宅

用地としたとき又は住宅用地を非住宅用地としたときは、申告が必要となる事由

が生じた年の翌年の１月３１日までに申告しなければならないことになっていま

す。 

③ 農  地 

・ 一般農地については、負担水準の区分に応じたなだらかな税負担の調整措置が導

入されています。 

負担水準 負担調整率 

０．９～  

０．８～０．９ 

０．７～０．８ 

   ～０．７ 

１．０２５ 

１．０５ 

１．０７５ 

１．１０ 

・ 市街化区域農地は一般農地と評価の方法は異なり、課税については、原則として、

評価額に３分の１を乗じた額が課税標準額となりますが、税負担の調整措置につい

ては一般農地と同様とされます。 
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（Ⅱ）家  屋 

家屋の評価額の算定は再建築価格方式によることとなっており、総務省から示された

評価基準によって木造・非木造の別に、各戸の家屋の評価をすることになっています。 

・ 新築住宅及び新築中高層耐火住宅に係る固定資産税の減額 

    令和６年３月３１日までの間に新築された住宅で、次の要件を備えているときは、新

たに固定資産税が課税されることとなった年度から３年間（地上階数が３階以上の中高

層耐火建築物については５年間）、税額が軽減されます。 

   ※認定長期優良住宅については、軽減期間がそれぞれ２年間延長されます。 

  ａ．専 用 住 宅…床面積が５０㎡以上２８０㎡以下であるもの 

  ｂ．併 用 住 宅…居住部分の床面積が総床面積の２分の１以上で 

５０㎡以上２８０㎡以下であるもの         １２０㎡以下 

  ｃ．共同住宅等…独立的に区画された一つの部分の床面積が５０㎡   の部分に係る 

（貸家用は４０㎡）以上２８０㎡以下であるもの   税額の１/２を 

  ｄ．二世帯住宅…一世帯の床面積が５０㎡以上２８０㎡以下で独立   軽減する 

的に区画されており、それぞれに玄関・台所・ト 

イレ・風呂等があるもの 

 

・ 住宅のリフォームに係る固定資産税の減額 

  ◇ 住宅耐震改修 

    昭和５７年１月１日以前に新築された住宅で、令和６年３月３１日までの間に一定

の耐震改修工事が行われたものについては、床面積が１２０㎡相当分まで翌年度分（要

安全確認沿道建築物に該当する住宅は翌年度から２年度分）の固定資産税額が２分の

１（改修した住宅が認定長期優良住宅の場合は、３分の２）減額されます。 

  ◇ 住宅のバリアフリー改修（改修後の床面積：５０㎡以上２８０㎡以下が該当） 

    新築された日から１０年以上を経過した住宅（併用住宅の場合は居住部分が全体の

２分の１以上）で、令和６年３月３１日までの間に一定のバリアフリー改修工事が行

われたもの（賃貸住宅を除く）については、床面積が１００㎡相当分まで翌年度分の

固定資産税額が３分の１減額されます。 

  ◇ 住宅の省エネ改修（改修後の床面積：５０㎡以上２８０㎡以下が該当） 

    平成２６年４月１日以前から現存する住宅（併用住宅の場合は居住部分が全体の２

分の１以上）で、令和６年３月３１日までの間に一定の省エネ改修工事が行われたも

の（賃貸住宅を除く）については、床面積が１２０㎡相当分まで翌年度分の固定資産

税額が３分の１（改修した住宅が認定長期優良住宅の場合は、３分の２）減額されま

す。 

※軽減を受けるためには、改修後３か月以内の申告が必要です。また、他の軽減措

置を受けている場合は対象にならないことがあります。詳細については資産税課

へお問い合わせください。 
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（Ⅲ）償却資産 

    償却資産とは、土地・家屋以外の事業の用に供することができる資産のうち減価償

却の対象となる資産（自動車税及び軽自動車税の対象となるもの等を除く。）をいい、

その評価額は、取得価額を基礎として、毎年度減価償却の残額に相当する価格を算出

して決定します。 

 ・償却資産の申告 

    土地や家屋は不動産登記法によって登記されているため、特に申告の必要はありま

せんが、償却資産は登記のような制度がありませんので、申告制度が設けられていま

す｡所有者は、毎年１月１日現在で所有している資産について、１月３１日までに申告

していただきます。 

  ・償却資産の電子申告 

  佐野市では、地方税ポータルシステム（エルタックス）を利用した電子申告を受付

しています。インターネットを利用して、申告書等の提出が可能です。利用開始の手

続は、エルタックスホームページから行ってください。 
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（３）都市計画税 

  都市計画税は､都市計画事業又は土地区画整理事業に要する費用に充てるために、目的税 

 として課税されるものです。 

・ 課税の対象となる資産 

   都市計画法による都市計画区域のうち､市街化区域内に所在する土地及び家屋 

・ 納める人（納税義務者） 

   １月１日（賦課期日）現在、当該土地又は家屋を所有している人 

・ 納める額 

   税額 ＝ 課税標準額 × ０．３％（税率） 

・ 課税標準額 

土地･家屋の価格が原則として課税標準額となりますが、住宅用地のように課税標準

の特例措置が適用される場合や、土地について税負担の調整措置が適用される場合は、

課税標準額は価格よりも低く算定されます。 

なお、課税の公平の観点から、固定資産税と同様の負担調整措置をとっています。 

・ 免税点 

   固定資産税において免税点未満のものには､都市計画税は課税されません｡ 

・ 納税の方法 

固定資産税とあわせて納めていただくことになっています。 

 

◇ 住宅用地に対する課税標準の特例 

・ 小規模住宅用地 

課税標準額については、価格の３分の１の額とする特例措置があります。 

・ 一般住宅用地 

課税標準額については、価格の３分の２の額とする特例措置があります。 

・ 家屋   

固定資産税と異なり新築住宅及び新築中高層耐火建築に係る減額の適用はありませ

ん。 
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（４）軽自動車税 

令和元年１０月１日より、自動車取得税（県税）が廃止され、新たに軽自動車税（環境性

能割）が創設されました。 

 これに伴い、これまでの軽自動車税は、軽自動車税（種別割）に名称が変わり、軽自動車

税は「種別割」と「環境性能割」の２つで構成されることになりました。当分の間、環境性

能割の徴収方法はこれまでの自動車取得税と同様に自動車取得時に徴収されます。 

 

◆納税義務者等について 

ア．軽自動車税（種別割） 

   軽自動車税（種別割）は、賦課期日（４月１日）現在、佐野市内に原動機付自転車、

軽自動車、小型特殊自動車及び２輪の小型自動車（以下、これら４つのものを「軽自動

車等」といいます。）を所有している方が納税義務者となります。ただし、軽自動車等の

売買があったときに、売主がその所有権を留保している場合は、買主が納税義務者とな

ります（以下、軽自動車税(種別割)の納税義務者である軽自動車等の所有者又は使用者

を「軽自動車等の所有者等」といいます。）。 

 イ．軽自動車税（環境性能割） 

軽自動車税（環境性能割）は、新車、中古車問わず３輪以上の軽自動車を取得すると

きに、取得価格が５０万円を超える車両に対して課税されます。  

 

◆税率について 

 ア．軽自動車税（種別割） 

   軽自動車税（種別割）は、軽自動車等の種別ごとに定められた、１台あたりの税率に

応じた税額が課税されます。ただし、３輪以上の軽自動車は、新規検査の年月（自動車

検査証の「初度検査年月」により確認ができます。）及び車両の環境性能によって、適用

される税率が決まります。軽自動車等の税率については、次のとおりです。 

表１：軽自動車税（種別割）の税率（３輪以上の軽自動車を除く） 

軽自動車等の区分 税率 

原動機付自転車 

第一種一般原付（５０ＣＣ以下） ２，０００円 

第一種特定原付（５０ＣＣ以下） ２，０００円 

第二種乙（９０ＣＣ以下） ２，０００円 

第二種甲（１２５ＣＣ以下） ２，４００円 

ミニカー ３，７００円 

小型特殊自動車 
農耕作業用 ２，４００円 

その他（フォーク・リフト等） ５，９００円 

軽自動車 ２輪（２５０ＣＣ以下） ３，６００円 

小型自動車 ２輪（２５０ＣＣ超） ６，０００円 
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表２：令和５年度軽自動車税（種別割）の税率（３輪以上の軽自動車） 

税率の区分 
旧税率 

(※) 

新税率 

(※) 

軽課税率 重課税率 

(※) 概ね２５％軽減 概ね５０％軽減 概ね７５％軽減 

３輪 3,100円 3,900円 3,000円 2,000円 1,000円 4,600円 

４輪・乗用（営業用） 5,500円 6,900円 5,200円 3,500円 1,800円 8,200円 

４輪・乗用（自家用） 7,200円 10,800円 ― ― 2,700円 12,900 円 

４輪・貨物（営業用） 3,000円 3,800円 ― ― 1,000円 4,500円 

４輪・貨物（自家用） 4,000円 5,000円 ― ― 1,300円 6,000円 

※ 旧税率 →平成２２年４月から平成２７年３月までに初度検査（初回車両番号指定) 

を受けた車両に適用 

   新税率 →平成２７年４月以降に初度検査を受けた車両から適用 

   重課税率→平成２２年３月以前に初度検査を受けた車両が適用 

 

【グリーン化特例（軽課）】 

令和４年４月１日から令和８年３月３１日までに初度検査を受けた３輪以上の軽自動車で、

次に該当する場合、取得した年度の翌年度のみ軽課税率が適用となります。 

一定の環境性能を有する対象車 内  容 

乗 

用 

車 

電気軽自動車・天然ガス軽自動車・燃料電池自動車(営業用を除く) ※１ 概ね７５％軽減 

令和１２年度燃費基準９０％達成のもの(営業用に限る) ※２ 概ね５０％軽減 

令和１２年度燃費基準７０％達成のもの(営業用に限る) ※２ 概ね２５％軽減 

貨 

物 

車 

 

電気軽自動車・天然ガス軽自動車 ※１ 

 

概ね７５％軽減 

※１ 天然ガス軽自動車に適用する排ガス要件については、平成３０年排出ガス規制適

合又は平成２１年排出ガス１０％低減に限る 

※２ ガソリンを内燃機関の燃料とする軽自動車（ハイブリッド軽自動車を含む）で、

平成３０年排出ガス基準５０％低減達成又は平成１７年排出ガス基準７５％低減

達成（★★★★）のものに限る 

 

【グリーン化特例（重課）】 

 最初の新規検査から１３年を経過した４輪以上及び３輪の軽自動車は、グリーン化を進め

る観点から、１３年を経過した翌年度から重課税率が適用されます。 

※重課対象外の車両 

・動力源または内燃機関の燃料が電気、天然ガス、メタノール、混合メタノール、ガソリ

ン電力併用の車両 

・被けん引車 
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イ．軽自動車税（環境性能割） 

３輪以上の軽自動車で通常の取得価額が５０万円を超える車両（新車・中古車を問い

ません）の環境性能に応じて、取得価額の０.５～２％の税率で課税されます。 

表３：軽自動車税（環境性能割）の税率 

  

車　種 税率区分 ～令和５年１２月 令和６年１月～

電気自動車等※ 非課税 達成度要件なし 達成度要件なし

非課税
令和１２年度燃費基準

７５％達成
令和１２年度燃費基準

８０％達成

１.０％
令和１２年度燃費基準

６０％達成
令和１２年度燃費基準

７０％達成

２.０％
上記以外　又は

令和２年度燃費基準未達成
上記以外　又は

令和２年度燃費基準未達成

車　種 税率区分 ～令和５年１２月 令和６年１月～

電気自動車等※ 非課税 達成度要件なし 達成度要件なし

非課税
令和１２年度燃費基準

７５％達成
令和１２年度燃費基準

８０％達成

０.５％
令和１２年度燃費基準

６０％達成
令和１２年度燃費基準

７０％達成

１.０％
令和１２年度燃費基準

５５％達成
令和１２年度燃費基準

６０％達成

２.０％
上記以外　又は

令和２年度燃費基準未達成
上記以外　又は

令和２年度燃費基準未達成

車　種 税率区分 ～令和５年１２月 令和６年１月～

電気自動車等※ 非課税 達成度要件なし 達成度要件なし

非課税
平成２７年度燃費基準

１２５％達成
令和４年度燃費基準

１０５％達成

１.０％
平成２７年度燃費基準

１２０％達成
令和４年度燃費基準

達成

２.０％
上記以外 又は 平成２７年度

燃費基準１１５％達成
上記以外 又は 令和４年度

燃費基準９５％達成

ガソリン車
ディーゼル車
石油ガス車

ガソリン車
ディーゼル車
石油ガス車

自家用乗用車

営業用乗用車

ガソリン車
ディーゼル車
石油ガス車

貨物車

 

※ 電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車 

注 上記に加え、ガソリン車、石油ガス車は、いずれも平成３０年排出ガス基準５０％低

減達成又は平成１７年排出ガス基準７５％低減達成（★★★★）のものに限る 
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◆申告書の提出について 

 軽自動車等の所有者等となった場合、申告事項に変更があった場合又は軽自動車等の所有者等

でなくなった場合は、軽自動車等の種別に応じた場所で申告をしてください。 

ア．原動機付自転車及び小型特殊自動車に関する申告受付場所 

   市民税課税政係（佐野市役所２階） 

 ℡０２８３－２０－３００７ 

  田沼行政センター（旧田沼庁舎新館１階） 

葛生行政センター（旧葛生庁舎跡地） 

赤見支所、野上支所、新合支所及び飛駒支所 

表４：申告の際に必要となるもの 

必ず必要なもの 

本人確認ができるもの(マイナンバーカード、運転免許証等) 

代理人が届出をする場合は、納税義務者本人の委任状と代理

人の本人確認ができるもの(マイナンバーカード、運転免許

証等) 

また、届出の理由により下記の書類をご用意ください。 

新規登録、譲受等 販売・譲渡証明書 

名義変更、住所変更等 標識交付証明書 

廃車、譲渡等 標識、標識交付証明書 

佐野市に転入したとき 廃車申告受付書(前市町村のもの) 

佐野市から転出するとき 標識、標識交付証明書 

さのまるナンバープレート

への交換を希望する場合 
標識、標識交付証明書 

 

イ．３輪以上の軽自動車に関する申告受付場所 

 ・軽自動車税申告書の受付窓口 

（社）軽自動車協会連合会 栃木事務所 佐野支所 

 ・自動車検査証の取扱機関 

軽自動車検査協会 栃木事務所 佐野支所 

℡０５０－３８１６－３１０８ 

 

ウ．２輪の軽自動車及び２輪の小型自動車に関する申告受付場所 

・軽自動車税申告書の受付窓口 

（社）軽自動車協会連合会 栃木事務所 佐野支所 

 ・軽自動車届出済証及び自動車検査証の取扱機関 

関東運輸局栃木運輸支局 佐野自動車検査登録事務所 

℡０５０－５５４０－２０２０（登録音声案内） 

 

◆納付について 

毎年、５月１１日頃に軽自動車税（種別割）の納税通知書を送付します。納税通知書の記

載されている納期限（５月末日）までに納付をお願いします。 
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◆納税証明書（継続検査用）について 

令和５年１月から軽ＪＮＫＳ（軽自動車税納付確認システム）が始まりました。 

軽ＪＮＫＳにより継続検査の際に納税証明書の提示が原則不要になりました。 

【納税証明書の提示が必要な場合】 

・ 所有している車両が２輪の小型自動車である場合 

・ 納付したばかりのため、軽ＪＮＫＳに納付情報が登録されていない場合 

・ 中古車の購入直後の場合 

・ 他の市区町村へ引っ越した直後の場合 

・ 対象車両に過去の未納がある場合 

※軽自動車税種別割の納付方法によっては、納付情報が軽 JNKS に登録されるまで相応

の日数を要する場合があります。 

※車検をお急ぎの場合は、早めの納付をお願いします。 

上記の場合は、継続検査において自動車検査証の返付を受けようとするときには、納税証

明書（継続検査用）の提示が必要です。自動車検査証と一緒に大切に保管してください。 

 

 

◆軽自動車税(種別割)の減免について 

 次の１から５までに該当する場合、障がいの部位・等級等により、軽自動車税（種別割）

が減免になる場合があります。詳しくは 市民税課税政係 （０２８３－２０－３００７）

へお問合せください。 

１．身体障がい者本人が所有し、本人が運転する車両 

２．身体障がい者等（身体障がい者又は精神障がい者）が所有する軽自動車等で、専ら当 

該身体障がい者等の為に当該身体障がい者等と生計を一にする者又は当該身体障がい者 

を常時介護する者が運転するもの 

３．身体障がい者等と生計を一にする者が所有する軽自動車等で、専ら当該身体障がい者 

等のために当該身体障がい者等と生計を一にする者が運転するもの 

４．身体障がい者等（身体障がい者等のみで構成される世帯の者に限る。）を常時介護 

する者が所有する軽自動車等で、専ら当該身体障がい者等のために当該身体障がい者等 

を常時介護する者が運転するもの 

５．その構造が専ら身体障がい者等の利用に供するためのものである軽自動車等 

 

◆軽自動車税(環境性能割)の減免について 

 軽自動車税(環境性能割)についても身体が不自由であったり、心身の発達や精神に障が

いのある方のために使用される自動車について、一定の要件のもとに減免される場合があ

ります。詳しくは自動車税事務所又は最寄りの県税事務所にお問い合わせください。 
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（５）市たばこ税 

・納税義務者  製造たばこの製造者、特定販売業者及び卸売販売業者 

・課税標準   本市内で売渡し等をした製造たばこの本数 

（パイプたばこや加熱式たばこ等については一定の重量等により本

数に換算します） 

・税 率    １，０００本につき６，５５２円 

・申告及び納税 毎月の税額及び本数等を記載した申告書を翌月末日までに市に提出

するとともに、その申告した税額を納付することになっています。 

        なお、令和 5年 10月 16日以降、eLTAX を通じた電子申告が開始さ

れます。 

 

 

（６）鉱産税 

・納税義務者  本市内で鉱物の掘採の事業を行う鉱業者 

・課税標準   鉱物の価格 

・税 率    鉱物の価格の１％ 

（ただし、１か月の鉱物の価格の合計額が２００万円以下のときは 

０.７％） 

・申告及び納税 毎月の課税標準額、税額等を記載した申告書を翌月の１５日から 

末日までに市に提出するとともに、その申告した税額を納付するこ

とになっています。 

 

 

（７）入湯税 

・納税義務者  本市内の温（鉱）泉浴場の入湯客 

        ただし、共同浴場、一般公衆浴場や市又は社会福祉法人が設置する

施設に入湯する人等や 12歳未満の人には課税されません。 

・税率（税額） １人１日につき１５０円（ただし、日帰りのときは５０円） 

・申告及び納税 浴場の経営者が入湯客から入湯税を徴収し、毎月の課税標準額、税

額等を記載した申告書を翌月の１５日までに市に提出するととも

に、その申告した税額を納入することになっています。 
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（８）国民健康保険税 

◆国民健康保険とは                        

日頃、健康であっても、いつ病気にかかったり、けがをするかわかりません。そのような

時、医療費や薬代等を一部の自己負担で済むようにみんなでお金を出し合って、支えあう制

度が国民健康保険です。 

 

国民健康保険は佐野市が運営しておりましたが、平成 30 年度から、栃木県が財政運営の

責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の国保運営の中心的な役割を担

う、国民健康保険制度（広域化）となりました。市町は地域住民と身近な関係の中、資格管

理、保険給付、保険税率の決定、賦課徴収、保健事業等、地域におけるきめ細かい事業を引

き続き担います。 

 

国民健康保険に要する費用は、国などの補助金と各市町の納付金で賄われます。そして、

納付金の費用に充てるために、国民健康保険に加入しているすべての世帯に負担していただ

くのが国民健康保険税です。 

 

令和５年度の国民健康保険税につきましては、基礎課税分の税率を引き下げるとともに、

課税限度額を 99 万円から 102 万円に引き上げました。また、低所得者に対する税の負担を

軽減するために軽減措置を拡充しました。 

加えて、令和６年１月より、佐野市の国民健康保険に加入している被保険者が出産される

際、出産前後の一定期間の国民健康保険税が免除になる制度が創設されます。 

今後も、収納率の向上や医療費の適正化など、国保財政の健全化に努めてまいりますので、

ご理解とご協力をお願いします。 

◆国民健康保険に加入する人 

他の健康保険に加入している方や後期高齢者医療制度に加入している方、生活保護を受け

ている方以外は、全ての人が国民健康保険の加入者（被保険者）となります。国民健康保険

の場合はそれぞれ個人で市役所の窓口で加入・脱退の手続を行わなければなりません。 

◆納税義務者 

世帯主が納税義務者となります。世帯主が職場などの健康保険や後期高齢者医療制度に加

入している場合でも、世帯員のどなたかが国保に加入していると「みなし（擬制
ぎ せ い

）世帯主」

として、世帯主に対して課税されます。ただし、税額は実際の加入者分だけで計算されます。 
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◆こんなときは届け出が必要です。 

手続が必要なとき 

（届け出に必要なもの） 

手続するところ 

佐野市役所 

各行政センター 

または各支所 

国保に 

加入するとき 

他の健康保険をやめたとき 

(健康保険の離脱証明書等) 

医療保険課 

国保係 

転入してきたとき 

(転出証明書) 市民課 

届出証明係 子どもが生まれたとき 

(出生届、母子健康手帳) 

国保を 

やめるとき 

他の健康保険に入ったとき 

(国民健康保険証、他の健康保険証) 

医療保険課 

国保係 

佐野市から転出するとき 

(国民健康保険証) 市民課 

届出証明係 お亡くなりになったとき 

(死亡届、国民健康保険証) 

その他 

住所、氏名などが変わったとき 

(国民健康保険証) 

市民課 

届出証明係 

修学のため子どもが他の市町村に 

住むとき(在学証明書) 医療保険課 

国保係 
保険証を紛失、破損したとき 

（組織名等は令和５年４月１日現在のものです。） 

 手続にはマイナンバーの記入が必要です。 

 また、それぞれ申請するとき必要なものに加えて、来庁する方の本人確認書類（運転免許証、

パスポート等、官公庁発行の顔写真入りの証明書等）と、世帯主及び届出対象者全員のマイナン

バーが確認できる書類（マイナンバーカード（個人番号カード）又は通知カード）をご持参くだ

さい。 

国民健康保険の加入日は手続をした日ではなく、他の健康保険をやめたり、佐野市に転入し

た日などになります。手続が遅れた場合でも、その日までさかのぼって加入し、加入月からの

保険税を納めていただくことになります。健康保険に空白期間はありません。 
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◆税額の決まり方 

国民健康保険税は１年度（４月～翌年３月の 12か月分）ごとに計算され、国民健康保険

に加入した月（他の健康保険をやめた、佐野市へ転入した等の月）の分から納めていただき

ます。また、年度の途中で佐野市の国民健康保険をやめた場合（佐野市から転出した、他の

健康保険に加入した等）は、月割りで計算し直します。 

ア．月割計算の考え方 

・年度の途中で国民健康保険に加入したとき（例えば、９月に加入した場合） 

           国保に加入 

 

    

９月～３月分を納めます 

 

・年度の途中で国民健康保険をやめた場合（例えば、12月にやめた場合） 

                  国保をやめた 

 

 

     ４月～11月分を納めます 

 

イ．令和５年度国民健康保険税の税率 

※  保険税の基礎控除です。基礎控除額は合計所得金額により逓減・消失します。保険税

における控除は基礎控除のみです。なお、市県民税においては社会保険料控除や障害

者控除などの所得控除があります。所得控除の詳細は 10～13ページをご覧ください。 

４ 

月 

５ 

月 

６ 

月 

７ 

月 

８ 

月 

９ 

月 

10 

月 

11 

月 

12 

月 

１ 

月 

２ 

月 

３ 

月 

４ 

月 

５ 

月 

６ 

月 

７ 

月 

８ 

月 

９ 

月 

10 

月 

11 

月 

12 

月 

１ 

月 

２ 

月 

３ 

月 

区分 内   容 

税率・税額 

基礎分 

(加入者全員) 

後期分 

(加入者全員) 

介護分 

(40 歳～64 歳の方） 

① 

所得割額 

令和４年中の総所得金額等から 43 万円※を

引いた額に右の税率をかけます。 
６．０％  ２．４％ ２．１％ 

② 

均等割額 

加入者数に応じて計算します。 

(右の額は 1人当たり 1年間の額です｡) 
２２，２００円 ８，４００円 １０，８００円 

③ 

平等割額 

加入世帯を単位として計算します。 

(右の額は 1世帯当たり 1年間の額です｡) 
１５，６００円 ７，２００円 ６，０００円 

課税限度額 
１世帯につき、基礎分・後期分・介護分で

それぞれ１年間に課税される限度額です。 
６５万円 

 

２０万円 １７万円 
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国民健康保険税の金額は、国民健康保険の費用に充てる額「基礎分」、75歳以上の方が

加入する後期高齢者医療保険を国民健康保険又は職場の健康保険に加入している 74歳以下

の方が支援する額「後期分」、40歳から 64歳までの方が介護保険料として負担する額「介

護分」の３つから構成されます。 

40 歳未満  40 歳以上 65 歳未満  65 歳以上 75 歳未満  75 歳以上 

保
険
税 

基礎分 

保
険
税 

基礎分 
保
険
税 

基礎分 後期高齢者医療制度 

後期分 後期分 後期分 
 

（※介護分の負担はありません。） 

介護分 介護保険料 介護保険料 

 

現金納付又は口座振替    現金納付又は口座振替    現金納付又は口座振替 

ただし、条件に当てはまる場合は、 

                            年金から天引き（特別徴収） 

◆納付の方法 

納税通知書によりお知らせする税額を、同封する納付書を使って納付場所で現金等で納め

ていただきます（現金納付）。事前に口座振替を申込されている方は口座からの振替による

納付となります（口座振替）。 

また、以下の条件に全て当てはまる場合は、世帯主の年金からの天引き（特別徴収）の対

象者となり、特別徴収として通知された税額は年金の支払時に天引きされます。 

① 国民健康保険に加入している世帯主の年金が年額 18 万円以上である（年金の種類には

関係ありません。）。 

② 世帯主も含めて、世帯内の国民健康保険加入者全員の年齢が、65 歳以上 75 歳未満であ

る（ただし、世帯主が 75 歳になる年度は、普通徴収（現金納付又は口座振替）になり

ます。）。 

③ 世帯主の介護保険料と国民健康保険税の合算額が年金受給額の 1/2を超えない。 

※ 上記に該当する方でも、口座振替により保険税を確実に納められる方は、申請により納

付方法を年金からの天引きから口座振替に変更することもできます 

※ 所得税及び住民税の社会保険料控除について、特別徴収の場合は年金から天引きされた

方が、口座振替で納付した場合は、実際に保険税を支払った方が控除を受けることがで

きます 
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◆令和５年度の納める時期              

ア．現金納付又は口座振替 

国民健康保険税は年度ごとに計算し、下記の表のとおり令和５年度は、年８回の納期に分

けてお支払いいただきます。それぞれの納期限は次のとおりです。 

１期 2期 3期 4期 

7月 31日（月） 8月 31日（木） 10月 2日（月） 10月 31日（火） 

5期 6期 7期 8期 

11月 30日（木） 12月 28日（木） 1月 31日（水） 2月 29日（木） 

 

イ．特別徴収（年金からの天引き） 

①  昨年度も年金から天引きされていた場合 

２月に年金から差し引かれた保険税を基に計算した金額が４、６、８月に世帯主が受給

する年金から差し引かれます（仮徴収といいます。）。 

７月中旬に保険税が正式に決定されたあと、仮徴収分を精算した残金が 10、12、２月

の年金から差し引かれます。 

 

※ 今年度、特別徴収の条件に当てはまらないとき、仮徴収は年金から差し引かれますが、

第３期から普通徴収となります 

 

②  新しく条件に合致した場合 

今まで納付書や口座振替で保険税を納められていた方も、４月又は 10 月より、世帯主

が受給される年金から差し引かれます。天引きが開始されるに当たっては、事前に通知書

が発送されます。 

 

 

 

◆正しい申告と国民健康保険税の軽減措置 

ア．国民健康保険の加入者全員と世帯主（擬制世帯主含む）と特定同一世帯所属者※の所得

の合計が一定以下の場合、保険税のうち、加入者 1 人当たりにかかる均等割額と、１世帯

当たりにかかる平等割額が減額されます。適用となるためには、世帯主と加入者全員と特

定同一世帯所属者の所得の申告が必要ですので、収入がない方も所得がないという申告を

してください。また、収入が遺族年金や障害年金などの非課税所得のみの方については、

それらの金額の申告は不要ですが、課税所得がないという申告が必要となります。 

※ 後期高齢者医療制度に加入したことにより、国保の被保険者の資格を喪失した者であっ

て、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属する者 
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軽減基準額 

７割軽減基準額 43 万円＋10 万円×（給与所得者等の数※－1） 

５割軽減基準額 
43 万円＋29 万円×（被保険者及び特定同一世帯所属者数） 

＋10 万円×（給与所得者等の数※－１） 

２割軽減基準額 
43 万円＋53 万 5 千円×（被保険者及び特定同一世帯所属者数） 

＋10 万円×（給与所得者等の数※－１） 

※ 一定の給与所得者（給与収入 55万円超）と公的年金等の支給（65歳未満は 60万円超、

65歳以上は 110万円超）を受ける者 

 

イ．火災、天災その他これらに類する災害又は盗難等により納税義務者及びその世帯に

属する被保険者の住宅や家財などに損害を受けたときは、減額又は免除になる場合が

あります。減免申請は年度ごとに必要になります。なお、原則納期限が到来しておら

ず納付されていない額についてのみ申請できますので、ご注意ください。 

 

ウ．平成 22 年４月より、倒産・解雇・雇い止めなどによる非自発的な理由で離職し、

次の条件に当てはまる方に、税の軽減措置が創設されました。 

【対象者】 

 離職日に 65 歳未満で、雇用保険の特定受給資格者又は特定理由離職者である方※で

す。なお、対象期間中に 65歳になった場合でも引き続き適用されます。 

※ ハローワークで発行する雇用保険受給資格者証又は雇用保険受給資格通知の離職理

由のコード番号が、 

11・12・21・22・31・32又は 23・33・34である方 

【対象期間】 

 離職日の翌日の属する月から、その月の属する年度の翌年度末まで、最長で２年間と 

なります（地方税法の定めにより、軽減できない場合があります）。 

【軽減の内容】 

 離職者の前年の給与所得について 100分の 30として所得割額を計算します。 

 また、所得を 100 分の 30 とすると 38 ページ「正しい申告と国民健康保険税の軽減措

置」ア．の軽減に該当する場合、その額に応じ定額分の均等割・平等割も軽減されます。 

【申請について】 

 この制度の適用を受けるには、該当者であることの申請が必要です。上記記載の雇用

保険受給資格者証又は雇用保険受給資格通知、保険証、マイナンバーが確認できる書類、

本人確認書類を持参の上、医療保険課又は各行政センターにお届けください。 

 

エ．後期高齢者医療制度切替に伴う特例の軽減措置があります。 

 

オ．障がい者施設等の適用除外施設に入所している方は、申請により介護保険分の支払
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いがなくなります。 

 

カ．未就学児（６歳に達する日以降の最初の３月 31 日以前である被保険者）を対象に、

均等割額について２分の１を軽減します。 

 

キ．令和６年１月より、佐野市の国民健康保険に加入している被保険者が出産される

際、出産前後の一定期間の国民健康保険税（所得割および均等割）が免除になる制

度が創設されます。 

 

◆国民健康保険税の滞納について 

 

国民健康保険税を特別な事情なく滞納すると「国民健康保険短期被保険者証※1」や

｢国民健康保険被保険者資格証明書※2｣が交付されます。この場合、高額療養費の限度

額適用認定証が交付されず、医療機関での支払いが高額になることがあります。 

また、「国民健康保険被保険者資格者証明書」の交付を受けた場合、医療機関等で診

療等を受けるときに、この証明書を提示して医療費の全額を自費で負担することになり

ます（後日、医療保険課にて「特別療養費」の手続をすれば多くの場合に自己負担額を

除いた医療費が戻りますので税金の納付にご協力ください。）。 

※1 国民健康保険短期被保険者証  ・・・有効期間の短い保険証のことです 

※2 国民健康保険被保険者資格証明書・・・医療費がいったん全額自己負担となる、

保険証の代わりとなる証明書のことです 
 

◆医療保険課からのお知らせ 
 

ア．佐野市では、40 歳～74 歳の国民健康保険加入者に対し、生活習慣病の兆候を発見

する検査（特定健診）を無料で実施しています。 

生活習慣病は自覚症状がなく、気付かないうちに病気が進行します。早期発見・早期

治療のために、１年に１回「特定健診」を受診しましょう。 

イ．国民健康保険の歯科検診は医療保険課までお問い合わせください。虫歯や歯周病は、

糖尿病や心臓疾患などの病気と関連していることが分かってきました。虫歯や歯周病

を早く治療することで病気を防ぐことにもなります。 

ウ．ジェネリック医薬品を利用しましょう。ジェネリック医薬品（後発医薬品）とは、

特許期間のすぎた新薬（先発医薬品）と同等の有効成分を持った安価な処方薬です。

安価な理由は、新薬で膨大にかかる開発費を低く抑えられるためです。 

エ．パートやアルバイトなどの方も、厚生年金や職場の健康保険に加入できる制度があ

ります。詳しくは、厚生労働省のホームページをご覧いただくか、最寄りの年金事務

所にお尋ねください。 

＜還付金詐欺に注意してください！！＞ 
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６．納税について 

「納税」は国民の三大義務の一つです。市税は定められた期日までに納めていただくことにな

っていますので、各税目の納期限をご確認のうえ、次の納付場所で期限内に納めてください。 

 

 

 

 

｛ 

 

 

 

◆納期限を過ぎても納付しないでいると… 

《督促状》 納期限後２０日以内に督促状が発付され、督促状１通につき１００円の督促

手数料が加算されます。 

《延滞金》 納めるべき税額について、納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、次

の割合を乗じて計算した延滞金が加算されます。 

  このように、納期限を過ぎてから納付することになると、本来納めるべき税額の他に《督促手数 

料》や《延滞金》を納付していただくことになります。納期限内の自主納付をお願いします。 

７．滞納処分について 

  定められた納期限までに税金を納めないことを「滞納」といいます。滞納することは、

市民サービスの低下を招くとともに、納期内納付をしている多くの市民のみなさまとの公

平性が保てないことになります。 

滞納になると、督促や催告により納付を促しますが、自主的に納付していただけない場

合は、法令に基づいて、滞納している人の意思に関わりなく、その人の財産（給与、預貯

金、自動車、不動産等）を差し押さえる場合があります。 

   

～ 滞納処分の基本的な流れ ～ 

    

  

 

 

期 間 納期限の翌日から 1 か月を 

経過する日までの期間 

納期限の翌日から 1 か月を 

経過する日以降の期間 
特例基準割合 

R３年１月１日～R３年１２月３１日 2.5 ％  8.8 ％  1.5 ％ 

R４年１月１日～R４年１２月３１日 2.4 ％  8.7 ％  1.4 ％ 

R５年１月１日～R５年１２月３１日 2.4 ％  8.7 ％  1.4 ％ 

財
産
調
査 

納 付 場 所 

足 利 銀 行    群 馬 銀 行     東 和 銀 行   栃 木 銀 行    栃木信用金庫 

佐野信用金庫   中央労働金庫      佐野農業協同組合    ゆうちょ銀行、郵便局 

コンビニエンスストア＊   スマートフォンアプリ＊「PayPay(｢PayPay ﾏﾈｰ」のみ)」、「LINEPay」 

（＊注）給与特別徴収、法人市民税はコンビニエンスストア・スマートフォンアプリでは納付できません 

※ eL-QR が印字されている納付書は、全国の eL-QR 対応金融機関、eL-QR 対応アプリ、

または地方税お支払いサイトで納めることができます   

催 

告 

 

差
押
え 

換
価 (

公
売
・
取
立) 

滞
納
市
税
等 

に
充
当 

督 

促 

納
期
限 
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徴税費とは、市が収入、資産などの調査や税額の計算、納税通知、納税の催促

などに使う費用をいいます。 

令和４年度では、市税 10,000 円に対して 161 円かかっています。 

最少の経費で最大の効果を上げるよう努力をしていますが、正しい申告をされ

ない人や、市税を滞納する人の整理費用も相当含まれています。 

ぜひ 申告期限や納期限を守って 経費節減にご協力ください。 

 

 

８．口座振替による納税について 

 

 

市税の口座振替は、ご指定の口座から納期限の日に自動的に引き落として納税できる便利な

制度です。一度手続きをすれば原則としてその後も継続され、納税の記録を通帳に残すことが

できるので納税の管理もしやすいです。 

忙しくてなかなか納めに行く時間がない、うっかり納期限を忘れて納付が遅れてしまった、

納めたかどうか分からなくて二重納付してしまった …このような手間や不安を口座振替なら

解消できます！安心・確実・便利な口座振替をぜひご利用ください。 

 

✤口座振替ができる税   ※給与特別徴収、年金特別徴収は口座振替できません 

✿ 市・県民税  ✿ 固定資産税・都市計画税   ✿ 軽自動車税（種別割）  ✿ 国民健康保険税   

 

 

 

・佐野市内の金融機関等の窓口に備え付けてある「佐野市口座総合振替依頼書」に必要事項を記

入、届出印を押印のうえ、金融機関等の窓口へお申込みください。 

・現金用の納税通知書に同封の「口座振替依頼書」でも、同様にお申込み可能です。 

 ※こちらは、ゆうちょ銀行・郵便局では使用できません。 

 お手続きの際は、以下の３点をご用意ください。 

  

 

 

 

 

 

 

納税は口座振替がお勧めです 

口座振替ができる市税              ※ 給与特別徴収、年金特別徴収は口座振替できません 

申込方法 

徴 税 費 

➊ 金融機関等の窓口でお申込みの場合 

 

納税通知書 預金通帳 預金通帳の届出印 

 

足 利 銀 行   群 馬 銀 行   東 和 銀 行   栃 木 銀 行   栃木信用金庫    

佐野信用金庫   中央労働金庫   佐野農業協同組合   ゆうちょ銀行、郵便局 

みずほ銀行(口座振替のみ取扱い)  三井住友銀行（口座振替のみ取扱い）       

対象となる金融機関 
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・振替を希望する口座の「キャッシュカード」を持参いただき、 

受付端末に暗証番号をご入力いただくだけで、簡単に手続きできます。 

通帳や印鑑は必要ありません。 

お手続きの際は、以下の２点をご用意ください。 

 

 

 

 

 

 

 

・「市税等の納期ごよみ」に依頼書および返信用封筒様式があります。必要事項を記入、届出印

を押印のうえ、返信用封筒を作成し切手を貼らずに投函してください。 

・佐野市のホームページから「ダウンロード専用(郵送専用)」の依頼書をダウンロードしていた

だき、必要事項を記入、届出印を押印のうえ、切手を貼って投函してください。 

 

 

・納税通知書 1件ごとに、1件の依頼書が必要となります。 

特に、固定資産税・都市計画税において『～外』や『～外○名』の共有名義のものは、 

それぞれ依頼書への記入が必要となりますのでご注意ください。 

 

・振替開始は、お申込みをした月の翌月末の納期から です。 

 

・「納期限＝振替日」です。振替日の前日までに、口座残高の確認をお願いします。 

各税目の納期限は、裏表紙の『市税納期限（口座振替日）一覧表』をご覧ください。 

 

注意事項 

❸ 郵送でお申込みの場合 

 

❷ 市役所の窓口でお申込みの場合 

 

みなさまのお申込み 

お待ちしています☆ 

 

 

① 

② ④ 

③ 

納税通知書 キャッシュカード 

 

足 利 銀 行   群 馬 銀 行   東 和 銀 行   栃 木 銀 行   栃木信用金庫    

佐野信用金庫   中央労働金庫   佐野農業協同組合   ゆうちょ銀行、郵便局       

対象となる金融機関 

○○ 外 ○○ 外□名 
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９．市税等の不服申立てについて 
◆ 市税の課税や滞納処分について不服があるときは、法律に定められた期間内に、佐野

市長に対して書面により審査請求をすることができます。この審査請求に対する決定に

なお不服がある場合には、市を被告として（被告の代表者：市長）処分の取消しの訴え

を提起することができます。 

 

◆ 固定資産課税台帳に登録された価格について不服がある場合は、固定資産評価審査委

員会に対して書面により審査の申出をすることができます。審査申出期間は、固定資産

課税台帳に価格等を登録した旨の公示の日から、納税通知書を受け取った日以後３か月

を経過する日までです。審査委員会の決定に不服のある場合には、市を被告として（代

表者：固定資産評価審査委員会）、その取消しの訴えを提起することができます。 

 

１０．市税の減免、猶予 

次のような場合は、その状況に応じて、市税が減免や猶予されることがありますので、

詳しくは、各担当係にご相談ください。 

  ・災害を受けた場合…………………………………………………市・固・軽・保 

  ・生活扶助を受けた場合……………………………………………市・固・軽・保 

・会社へ勤めていて、その会社の倒産等により失職し、 

所得が著しく減少した場合…………………………………………………市・保 

  ・軽自動車等を障がい者が使用又は障がい者のために使用する場合…………軽 

  ・「収入が大幅に減少」し、「納付することが困難」な場合には、 

猶予制度に該当する場合があります……………………………市・固・軽・保 

※ 市……市・県民税       固……固定資産税・都市計画税 

軽……軽自動車税（種別割）  保……国民健康保険税 
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１１．証明書等 

◎ 窓口に来る人は、必ず写真付きの本人確認書類（マイナンバーカード、運転  

免許証、在留カードなど）をお持ちください｡（一部(※)を除きます。） 

 申請・交付窓口は、市民税課（℡20－3008）・資産税課（℡20－3009）・田沼行政セン

ター（℡61－1124）・ 生行政センター（℡86－4713）・各支所となります。   

証  明  書  等 手 数 料 担 当 課 

１．公図・地番図の写し(※) 
Ａ１ １枚につき  ２５０円  

 資産税課 
Ａ３   〃 ２００円 

２．所在証明(※)               １件 

 ・車両登録用以外の場合、委任状及び本人確認書類が必要と 

なります。  

２００円 市民税課 

３．住宅用家屋証明(※)              １件 １，３００円 

   資産税課 

４．名寄帳の写し（１枚につき） ２００円 

５．土地評価証明、家屋評価証明 各１枚 

（２枚目以降、１枚増すごとに１００円加算） 
２００円 

６．土地公課証明、家屋公課証明 各１枚 

（２枚目以降、１枚増すごとに１００円加算） 
２００円 

７．土地所有証明、家屋所有証明 各１枚 

（２枚目以降、１枚増すごとに１００円加算） 
２００円 

８．土地台帳記載事項証明、家屋台帳記載事項証明（借地人、

借家人の場合契約書の提示が必要です) 各１枚 

（２枚目以降、１枚増すごとに１００円加算） 

２００円 

９．所得課税証明、非課税証明          １件 

・マイナンバーカードをお持ちの方は、コンビニ等で最新年度の所

得課税証明 を取得できます。 

２００円 

市民税課 
10．納税証明                  １件 ２００円 

11．軽自動車税（種別割）車検用納税証明(※) 

 ・車検証をご持参ください。車検証がないと本人確認書類が必要と

なる場合があります。 

無  料 

12．所得申告参考資料(国民健康保険税) 無  料 

 ・申請者が代理人の場合には、同意書、又は委任状（本人が署名押印したもの）を添付して    

ください。同居の親族の方が申請する場合でも、本人自署の委任状が必要になります。 

・亡くなっている方の証明を取得する場合は、相続人であることを証明する戸籍謄本等が必要 

です。 

・法人の証明書を取得する場合は、一部(※)を除き必ず会社の代表者印が必要です｡ 
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コンビニ交付のご案内 

マイナンバーカードをお持ちの方は、最新年度の所得課税証明書を、コンビニやスー

パーで土日・祝日や夜間でも取得することができます。 

 

≪店舗一覧及び利用時間≫ 

利用できる店舗 ご利用可能時間 

セブンイレブン 

毎日午前 6時 30分から午後 11時まで 

ご利用いただけます 

ローソン 

ファミリーマート 

ミニストップ 

イオンリテール 午前 6時 30分から午後 11時までのうち 

営業時間内に限ります カスミ 

全国の店舗でご利用いただけますが、マルチコピー機を設置している店舗に限ります。 

マルチコピー機の設置の有無については、各店舗へ直接お問い合わせください。 

(注意)メンテナンスなどにより利用できない場合もあります 

 

 

◎利用に当たり条件がありますので、詳しくは佐野市ホームページをご覧ください 

・パソコンからは、「佐野市 コンビニ交付」で検索 

 

・スマホからは、こちらを読み込んでください 
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１２．税務担当課窓口案内（令和５年４月１日現在） 

市役所２階                 市役所（代表）℡２４－５１１１ 

 

 

担 当 事  務  の  内  容 窓口番号 直 通 電 話 番 号 

市民税課 

市民税係 

・ 個人市・県民税の申告、課税等に関すること 

・ 法人市民税の申告、課税等に関すること 
20 番 

２０－３００８ 
・ 所得課税証明 非課税証明 納税証明等の 

交付及び手数料の徴収に関すること 21 番 

市民税課 

税 政 係 

・ 国民健康保険税の課税等に関すること 

・ 軽自動車税の課税、原動機付自転車・小型特殊自動車

の標識交付、廃車申告に関すること 

・ 市たばこ税・鉱産税に関すること 

19 番 ２０－３００７ 

資産税課 

・ 固定資産税・都市計画税の課税等に関すること 

・ 固定資産税関係証明書等の交付及び手数料の徴収に

関すること 

17 番 

２０－３００９ 

18 番 

収 納 課 

・ 市税の徴収及び滞納処分に関すること 

・ 過誤納金の還付及び還付加算金に関すること 

・ 納税相談及び口座振替に関すること 

22 番 ２０－３０１０ 
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各行政センター税証明発行窓口（令和５年４月１日現在） 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

                             

 

                  

担   当 庁   舎 電 話 番 号 

田沼行政センター 田沼行政センター １階 ６１－１１２４ 

生行政センター 生行政センター ８６－４７１３ 

田 沼 行 政 セ ン タ ー 

カ ウ ン タ ー 

 税証明発行 水道局 

北部営業所 

銀行 

窓口 

田沼行政センター 

玄関 

エレベ 
ーター 

トイレ 書庫 

ホール 

階段 

廊   下 

葛 生 行 政 セ ン タ ー    

カ 

ウ 

ン 

タ 

ー 

出
入
口 

ホ
ー
ル 

授
乳
室
等 

玄関 

トイレ 

図書館 

倉庫 多目的室 

税証明発行 

 

葛生行政センター 

銀行 

窓口 

１Ｆ 

倉庫 

湯沸室 
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１３．eLTAX 

eLTAX のご利用で電子申告が可能です。 

とは 
地方税に関する手続（申告・申請・納税など）をインターネットを利用して電子的に行うサービスで

す。エルタックスをご利用いただくことにより、自宅やオフィスからも申告等の手続が可能となります。 

 

eLTAX（エルタックス）で利用できる手続 

佐野市では、エルタックスにより、次の手続が利用可能です。 

税目 電子申告・届出等の種類 電子納税 

個人住民税 

給与支払報告書及び総括表 特別徴収に係る納付 

特別徴収に係る給与所得者異動届出書 

特別徴収への切替申請書 

特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書 

退職所得に係る納入申告書及び特別徴収票 

公的年金等支払報告書 

法人市民税 

確定申告書 各申告に係る納付 

修正申告書 

中間申告書 

予定申告書 

法人（設立・開設・異動）届出書 

固定資産税 

（償却資産） 

全資産申告書  

増加資産・減少資産申告書 

修正申告書 

※令和５年１０月１６日より、たばこ税の申告の他、その他の税目においても更正の請求等の共通的な

手続きが eLTAX により電子化される予定です。 

 

eLTAX（エルタックス）を利用するメリット 

エルタックスのメリットは次のとおりです。 

・市役所の窓口へお越しいただくことなく、オフィスや自宅からインターネットを利用して簡単に申告

や届出ができます。 

・佐野市以外の複数の市区町村等への申告などを、まとめて一度に送信することができます。 

・エルタックス対応ソフトウェア（PCdesk：ピーシーデスク）から申告書等を作成することができます。 

・市販のエルタックス対応税務・会計ソフトウェアで作成した申告データ等を利用することができます。 
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eLTAX（エルタックス）を利用する際の準備 

エルタックスを利用する場合、次の準備が必要です。 

＜利用届出までに準備する必要があるもの＞ 

・パソコン環境 

 インターネットに接続できる環境と、Web ブラウザとして Edge、safari のいずれかが必要です。OS に

よって推奨する環境が異なりますので、詳しくはエルタックスのホームページをご覧ください。 

・e-mail アドレス 

 エルタックスの手続きについて、お知らせ先となります。 

・電子証明書 

 エルタックスで利用できる電子証明書を取得します。また、電子証明書を使用して署名するために必

要なプラグインをパソコンにインストールします。詳しくはエルタックスのホームページをご覧くださ

い。 

 ただし、税理士に申告書の作成や送信を依頼している納税者の方は不要です。なお、電子証明書の種

類によっては、IC カードリーダーが必要になることがあります。 

＜電子申告を行うために準備する必要があるもの＞ 

・PCdesk（ピーシーデスク）などのエルタックス対応ソフトウェア 

 ピーシーデスクは、エルタックスのホームページにて無料でダウンロードできます。 

 その他のソフトウェアにつきましては、エルタックスに対応している必要があります（詳しくは、各

ソフトウェア会社へお問い合わせください。）。 

 

eLTAX（エルタックス）を利用する際の料金 

エルタックスのサービスは無料でご利用いただけます。 

 ただし、エルタックスをご利用いただくにあたり、パソコン環境やインターネット接続環境、必要に

応じて電子証明書などを事前に準備していただく必要があります。 

 これらの準備にかかる費用は、利用者の方の負担となります。 

その他の詳しい内容や手続きについては、エルタックスホームページ（https://www.eltax.lta.go.jp）をご

覧ください。 

＜ エルタックスに関する電話でのお問い合わせ ＞ 

エルタックスヘルプデスク 

・受付時間 午前 9 時から午後 5 時（土曜日・日曜日・祝日・年末年始 12/29～1/3 を除く） 

・電話番号 0570-081459 

 （上記の電話番号でつながらない場合 03-5521-0019） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市税のしおり 

令和５年（2023 年）９月 

発行 佐野市 

編集 総合政策部  市民税課  資産税課  収納課 

〒327-8501 栃木県佐野市高砂町１番地 

ＴＥＬ（市民税課）0283-20-3007 

   （資産税課）0283-20-3009 

   （収納課） 0283-20-3010 

ＦＡＸ  0283-21-2223 

E-mail (市民税課) siminzei@city.sano.lg.jp 

    (資産税課) sisanzei@city.sano.lg.jp 

    (収 納 課) syuunou@city.sano.lg.jp 

     ＵＲＬ http://www.city.sano.lg.jp 



令和５年度 市税納期限(口座振替日)一覧表 

 

《お願い》振替日の前日までに、口座残高のご確認をお願いいたします。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

固定資産税 

都市計画税 
1 期   2 期  3 期   4 期      

軽自動車税 

（種別割） 
  全期                     

市・県民税 

（普通徴収） 
    1 期  2 期  3 期   4 期     

国民健康保険税 

（普通徴収） 
      1 期 2 期 3 期 4 期 5 期 6 期 7 期 8 期   

納 期 限 

（口座振替日） 

５月 

１日 

（月） 

５月 

３１日 

（水） 

６月 

３０日 

（金） 

７月 

３１日 

（月） 

8月 

３１日 

（木） 

１０月 

２日 

（月） 

１０月 

３１日 

（火） 

１１月 

３０日 

（木） 

１２月 

２８日 

（木） 

１月 

３１日 

（水） 

２月 

２９日 

（木） 

 

収 納 課        ☏ ２０－３０１０ 

口座振替に関するお問合せ先 

足 利 銀 行    みずほ銀行   三井住友銀行    群 馬 銀 行 

東 和 銀 行    栃 木 銀 行   栃木信用金庫   佐野信用金庫 

中央労働金庫      佐野農業協同組合    ゆうちょ銀行、郵便局        

市税の納付には、便利な 口座振替 をご利用ください！ 

納期月 

税 目 

✿こちらの金融機関の口座で口座振替ができます✿ 

  

 このような手間や不安を、 

口座振替なら解消できます！ 

 

忙しくてなかなか金融機関に納付に行けない  

うっかり納期限を忘れて納付が遅れてしまった  

納めたかどうか分からなくて、二重納付してしまった  

 

納付方法によって、それぞれ経費が発生し市で負担しています。市の経費節減のためにも 

経費が比較的安価となっている「口座振替」をぜひご利用ください。 


